
第９期末 貸借対照表 

（2023 年３月 31 日現在） 

（単位：千円）

金額 金額

流動資産 2,898,067 流動負債 258,795
現金及び預金 1,793,827 預り金 999
前払費用 46,230 未払金 42,460
未収委託者報酬 108,515 未払費用 619
未収運用受託報酬 560,816 未払法人税等 150,451
未収投資助言報酬 362,911 未払消費税等 -
その他 25,765 賞与引当金 63,900

固定資産 182,116 その他 364
有形固定資産 58,553 258,795

建物 29,794
器具備品 27,145 株主資本 2,821,388
建設仮勘定 1,613 資本金 444,307

無形固定資産 27,904 資本剰余金 444,307
ソフトウェア 27,904 資本準備金 444,307
ソフトウェア仮勘定 - 利益剰余金 1,932,774

投資その他の資産 95,658 その他利益剰余金 1,932,774
長期差入保証金 59,890 繰越利益剰余金 1,932,774
繰延税金資産 35,768
長期前払費用 - 2,821,388

3,080,184 3,080,184

科 目

（資産の部）

資産の部合計

純資産の部合計

負債及び純資産合計

科 目

（負債の部）

負債の部合計

（純資産の部）



第９期 損益計算書 

（2022 年４月１日から 2023 年３月 31 日まで） 

（単位：千円）

内訳 合計

営業収益 2,228,625

委託者報酬 394,065

運用受託報酬 645,289

投資助言報酬 1,189,270

営業費用及び一般管理費 1,050,360

営業費用 374,755

一般管理費 675,605

営業利益 1,178,264

営業外収益 6,334

その他 6,334

経常利益 1,184,599

税引前当期純利益 1,184,599

法人税、住民税及び事業税 353,388

法人税等調整額 9,824

当期純利益 821,386

科 目
金額



第９期 株主資本等変動計算書

（2022 年４月１日から 2023 年３月 31 日まで） 

（単位：千円）

その他
利益剰余金

繰越
利益剰余金

当期首残高 444,307 444,307 444,307 - 2,577,758 2,577,758 3,466,373 3,466,373

当期変動額

剰余金の配当 △ 1,466,370 △ 1,466,370 △ 1,466,370 △ 1,466,370

当期純利益 821,386 821,386 821,386 821,386

当期変動額合計 - - - - △ 644,984 △ 644,984 △ 644,984 △ 644,984

当期末残高 444,307 444,307 444,307 - 1,932,774 1,932,774 2,821,388 2,821,388

純資産合計項目

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計資本

準備金
資本剰余金

合計
利益剰余金

合計
利益準備金



[個別注記表] 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

1. 固定資産の減価償却の方法

（１） 有形固定資産

定率法を採用しております。ただし、建物、建物附属設備および構築物につい

ては、定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。

建  物 ８～50 年 

器具備品 ３～15 年 

（２） 無形固定資産

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについて、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。

2. 引当金の計上基準

賞与引当金

 従業員への賞与支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、

当事業年度に帰属する額を計上しております。

3. 収益の計上基準

委託者報酬、運用受託報酬および投資助言報酬にかかる管理報酬について、一定期

間にわたる契約履行義務の充足状況に応じて収益を認識しております。成功報酬は、

対象となる投資信託または顧問口座の特定のベンチマークまたはその他のパフォーマ

ンス目標を上回る超過運用益に対する一定割合として認識され、当該報酬を受領する

権利が確定した時点で収益として認識しております。

（貸借対照表に関する注記）

1. 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

2. 有形固定資産の減価償却累計額 84,296 千円 

3. 関係会社に対する金銭債権および金銭債務

短期金銭債権 1,456,971 千円 

短期金銭債務 5,250 千円 

（損益計算書に関する注記）

1. 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

2. 関係会社との取引高



営業収益 1,243,116 千円 

営業費用及び一般管理費 ‐千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

1. 発行済株式の種類および総数に関する事項

（単位：株）

株式の種類
当事業年度
期首株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度
期末株式数

摘要

発行済株式 17,297 - - 17,297 -
うち普通株式 17,297 - - 17,297 -

2. 配当に関する事項

（１）配当金支払額

（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となる

もの

（税効果会計に関する注記）

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。なお、

当事業年度における繰延税金負債については、発生はありません。

繰延税金資産

賞与引当金 19,566 千円 

未払金 1,607 千円 

未払事業税 8,298 千円 

投資信託協会入会金 382 千円 

長期差入保証金 1,814 千円 

減価償却超過額 4,098 千円 

繰延税金資産合計 35,768 千円 

繰延税金負債合計 ‐千円



繰延税金資産の純額 35,768 千円 

（金融商品に関する注記）

1. 金融商品の状況に関する事項

当社は、資金運用については短期的な預金に限定しております。

2. 金融商品の時価等に関する事項

現金及び預金、未収委託者報酬、未収運用受託報酬、未収投資助言報酬及び未払金は

短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。  

（関連当事者との取引に関する注記）

1. 親法人および法人主要株主等

（注１）関連当事者との価格その他の取引条件について、一般取引条件を勘案し決定して

おります。

（注２）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めており

ます。

2. 兄弟会社等

（注１）関連当事者との価格その他の取引条件について、一般取引条件を勘案し決定して

おります。

（注２）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めており

ます。

（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産 163,114 円 35 銭 

１株当たり当期純利益 47,487 円 20 銭 

（単位：千円）

属性 会社名
議決権の所有
（被所有）割合

（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
（注1）

取引金額
（注2）

科目 期末残高

親法人 農林中央金庫

被所有
直接64.75%

間接27.75%

投資一任取引
の受任等

運用受託
報酬受領

645,289 未収運用
受託報酬

560,816

（単位：千円）

属性 会社名
議決権の所有
（被所有）割合

（％）

関連当事者と
の関係

取引の内容
（注1）

取引金額
（注2）

科目 期末残高

同一の親会社
をもつ会社

農林中金全共連
アセットマネジメ

ント㈱

- 投資助言取引
の受任等

投資助言
報酬受領

597,827 未収投資
助言報酬

183,159



（収益認識に関する注記）

第 9 期会計期間（自 2022 年 4 月 1 日 至 2023 年 3 月 31 日） 

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（注）成功報酬は、損益計算書において委託者報酬および投資助言報酬に含めて表

示しております。

（その他の注記）

資産除去債務に関する注記

 本社は、建物賃貸借契約に基づき使用する建物等において、退去時における原状回

復に係る債務を有しております。当該賃貸借契約については、敷金が資産計上されて

おりますので、「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」第 9 項及び第 15 項に基

づき、資産除去債務の負債計上及びこれに対応する除去費用の資産計上に代えて、原

状回復に係る費用を敷金の回収が見込めない金額として合理的に見積もり、そのうち

当事業年度の負担に属する金額を費用に計上しております。

（単位：千円）

区分

第9期会計期間

(自　2022年4月1日
   至　2023年3月31日)

営業収益

　委託者報酬 361,017
　運用受託報酬 645,289

　投資助言報酬 1,110,246
　成功報酬 112,072
　営業収益合計 2,228,625




